
などの1 0 M b p sクラスの回線が一般化

し、光ファイバの1 0 0 M b p sクラスも一

部に使われ出しています。そのため、

モバイル接続にもこれらの速度に匹敵

する高速性が要求されます。

モバイル接続の高速化の要求に対

し、例えば、N T TドコモのF O M Aは

現在最大3 8 4 k b p sですが、2 0 0 5年にサ

ービスを開始する H S D P A（H i g h

Speed Downlink Packet Access）で

は、技術的には最大1 4 M b p sのデータ

転送が可能です。また、 K D D Iの

C D M A 2 0 0 0１xは最大1 4 4 k b p sですが、

2 0 0 3年1 1月にサービスを開始した１x

EV－DO（Evolution Data Only）で

は最大2．4Mbpsに高速化されました。

それに対し、 P H Sは固定電話の

6 4 k b p sの回線をベースにしているた

め、現在は最大1 2 8 k b p sで、将来の高

速化にも限界があり、高速のモバイル

接続の要求を満足することは困難で

す。

第二に、「通信料金が安いこと」が

あげられます。日本の携帯電話には、

一般のプロバイダや企業のネットワー

クにインターネットで接続する際は、

定額料金制度がなく、大量に使うと大

変な料金になってしまいます。そのた

め、4 , 0 0 0～5 , 0 0 0円/月程度の定額料金

でモバイル接続ができるP H Sが普及し

ました。

しかし、米国の携帯電話会社は8 0ド

ル/月（約9 , 0 0 0円/月）程度で使い放

題のインターネット接続サービスを提

供しています。い

ずれ日本の携帯電

話会社も、米国同

様、定額でのイン

ターネット接続サ

ービスを提供する

ようになり、P H S

のメリットは薄れ

るでしょう。

第三に、「サービス・エリアが広い

こと」があります。P H Sのサービス・

エリアは狭く、大都市では問題なくて

も、地方では使えないところがたくさ

んあります。P H Sの事業者はサービ

ス・エリアの拡大に努めていますが、

携帯電話には及びません。携帯電話に

比べ電波の到達距離が短いので、必要

な基地局の数が多く、人口密度が低い

ところまで携帯電話並みにサービス・

エリアを拡大することは容易ではあり

ません。

第四に、「高速移動中も使えること」

があります。P H Sが新幹線の中でも使

えたという報告もありますが、高速移

動中の接続は、やはり携帯電話の方が

勝っています。

第五に、「通話とデータ通信が一つ

の契約、一つの機器でできること」が

あげられます。通話用とデータ通信用

に、別の契約を交わし、別の機器を持

ち歩かねばならないのは何と言っても

不便です。一つで済むに越したことは

ありません。一つの契約、一つの機器

で、全世界で通話もデータ通信もでき

るのが理想ですが、P H Sではそれは困

難です。

このように、インターネットのモバ

イル接続には、P H Sより携帯電話の方

が望ましい点が多いのです。日本の携

帯電話会社は、携帯電話のネットワー

クを単なるインターネットのアクセス

網として提供することには積極的でな
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□
P H Sは最近どういう状況なので

すか

PHS（Personal Handy-phone Sys-

t e m）とは、固定電話のコードレスの

子機に使われている技術をベースにし

た、いわば簡易型の携帯電話で、日本

で1 9 9 5年にサービスが始まったもので

す。P H Sと携帯電話との主な違いを表１

に示します。

P H Sには、周波数帯の利用効率の良

さ、通話料金の安さなどの利点があり

ますが、サービス・エリアの狭さなど

のため、通話用としては携帯電話に太

刀打ちできませんでした。しかし、手

ごろな定額料金の設定により、インタ

ーネットのモバイル接続用としてかな

り普及しています。また最近、中国で

簡便な携帯電話として急速に伸びてい

ます。

2 0 0 4年６月2 1日に、米国の大手投資

ファンドのカーライルが、P H Sの最大

手であるD D Iポケットを、京セラと共

同でK D D Iから買収すると発表しまし

た。買収に当たってカーライルは、

P H Sのモバイル接続機能には潜在的な

成長力があり、これをさらに伸ばした

いと言っています。また、京セラが参

画したのは、同社が現在、中国にP H S

の端末や基地局を供給しており、この

市場の今後の発展を期待しているため

だと言われています。

□ インターネットのモバイル接続

用としてのP H Sの将来性はどう

なのでしょうか

以下、モバイル接続に対して要求さ

れる項目ごとにP H Sの将来性を見てみ

ましょう。

第一に、「データ転送速度が速いこ

と」があげられます。家庭やオフィス

でのインターネット接続には、A D S L

情報通信 PHSに将来はあるか？

酒井 寿紀（さかい・としのり）

酒井ITビジネス研究所　代表

日本で1 9 9 5年にサービスが始まったP H Sは、通話用としては、携帯電話の普及に及びません

でした。ここでは、PHSの将来について解説します。

表１　PHSと携帯電話の主な違い



一方、中国の携帯電話は、中国移動

通信（China Mobile）と中国聯合通

信（China Unicom）によってサービ

スが提供され、2 0 0 4年1 0月末にその加

入者数は３億2 , 5 0 0万人に達し、毎月

約5 0 0万人が新規に加入しています。

つまり、P H Sの利用者が急速に増えて

いるとはいっても、現在はやはり携帯

電話が主役です（表２）。

□ 中国のP H Sは今後伸びるのでし

ょうか

中国インターネット・ネットワー

ク・インフォメーション・センター

（C N N I C）のデータによれば、2 0 0 4年

６月末に中国のインターネット人口は

8 , 7 0 0万人に達し、日本を抜いて、米

国に次いで世界第２位です。そして、

ブロードバンドの利用者も急増し、

2 0 0 4年６月には前年の3．2倍の3 , 1 0 0万

戸になりました。

このようにインターネットが急速に

普及しつつありますので、中国でも今

後モバイル接続の要求が確実に増える

でしょう。そして、ブロードバンドの

一般化でウェブの内容が複雑で重くな

るため、モバイル接続にも高速性が要

求されることは日本と同じです。中国

でも、携帯電話とP H Sがモバイル接続

の市場で競い合うことになります。

しかし、2 0 0 5年には第３世代の携帯電

話のサービスが始まり、高速のデータ

通信が可能になるため、P H Sが高速性

に対する要求で携帯電話に太刀打ちす

ることは困難と思われます。

そして、P H Sに

は、データ通信用

としても通話用と

しても、いろいろ

な問題がありま

す。特に、サービ

ス・エリアについ

ては、中国のP H S

は一つの市内でし

か使えないため、

旅行先では使うこ

とができません。

また、高速移動中

の使用に制約があ

く、付加価値の高いサービスの提供に

力を入れていますが、ユーザーのニー

ズを軽視したらうまく行かないでしょ

う。

□
中国ではP H Sはどういう状況な

のですか

中国では1 9 9 7年に地方の中小都市で

P H Sのサービスが始まりました。中国

電信（China Telecom）と中国網路

通信（China Netcom）という２社の

固定電話事業者がサービスを提供して

います。この２社は、携帯電話事業を

認可されていませんが、中国政府は

P H Sを携帯電話として扱っていないた

め、固定電話網を利用してP H Sのサー

ビスを始めたのです（表２）。

中国のP H Sは、日本のP H Sと違い、

固定電話と同じ番号体系で、一つの市

外局番内でしか使えません。しかし、

通話料金が固定電話とほぼ同額で、携

帯電話に比べて安いため、簡便な携帯

電話として普及しました。このP H S

は、中国では「小霊通」（シャオリン

トン）と呼ばれています。

「小霊通」は当初中小都市でしか使

えませんでしたが、2 0 0 3年４月には広

州、同年５月には北京、そして2 0 0 4年

５月には上海でもサービスが始まりま

した。加入者数は2 0 0 2年末には1 , 2 0 0

万人でしたが、2 0 0 3年末には3 , 5 0 0万

人に増えました。2 0 0 4年に入っても毎

月約3 0 0万人増加して、2 0 0 4年６月末

には加入者が5 , 6 0 0万人に達し、その

後も増え続けています。

ることや、携帯電話とP H Sを使い分け

ようとすれば、二重に契約し、２台携

帯しないといけないことも日本と同じ

です。

したがって、中国でも、インターネ

ットのモバイル接続用としてのP H Sの

今後の伸びを期待することは難しいと

思われます。中国でP H Sが今後もさら

に伸びるとすれば、それは日本と違

い、通話中心の、一つの市内だけで使

われる簡便な携帯電話としてでしょ

う。しかし、これにも不透明な要素が

あります。

従来、P H Sに対する中国政府の方針

は明確でなく、サービス・エリアが中

小都市から大都市へと、なし崩し的に

広がるのを黙認してきました。そし

て、2 0 0 5年には利用者が１億人に近づ

くとも言われていますので、今や急激

な政策転換が難しいことは確かです。

しかし、今後の政府のP H Sと携帯電話

に対する政策が、P H Sの将来を大きく

左右することは間違いありません。

また、日本では、従来は携帯電話と

P H Sを主に同一事業者が運営していた

ので、両者の共存の道を価格政策など

に反映することができました。しか

し、中国では別の事業者が運営してい

るので、まともに市場を奪い合う形に

なっています。したがって、企業の戦

略的な価格政策などがP H Sの将来に大

きく影響します。

そして、現在P H Sを提供している中

国電信、中国網路通信は、本格的な第

３世代の携帯電話への参入をねらって

いると言われています。それが実現す

れば、これら２社にとって、P H Sは一

時的なつなぎ役の事業に終わる可能性

もあります。

中国では、政治体制の問題や経済成

長の地域格差の問題などが絡むため、

何ごとについても将来を予想すること

はきわめて困難です。しかし、中国の

P H Sが、長期的には日本のP H Sと同じ

問題を抱えていることは確かです。し

たがって、「小霊通」に対する投資は

できるだけ短期間に回収することを考

えるべきだと思われます。
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表２　中国の４大通信キャリア


